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はじめに 

 

 食品の安全に関するリスクコミュニケーションは、都民、事業者、行政、専門家

などすべての利害関係者が双方向の「対話」を通じて意見や情報を交換し、社会全

体として安全に関する情報を共有して、信頼関係を醸成しながら相互にリスクを制

御、削減していこうという過程であり、今日、食品の安全・安心を確保するうえに

おいて不可欠な要素となっている。 

  

 東京都食品安全審議会（以下「審議会」という。）は、平成 17 年 6 月 28 日、「都

における食品の安全に関するリスクコミュニケーションの充実に向けた考え方」に

ついて知事から諮問された。 

 これを受け、審議会では、諮問事項の効率的・専門的な見地から検討を行うため

検討部会での検討を決定した。 

 

 検討部会においては、リスク管理を担う行政機関としての東京都（以下「都」と

いう。）が既に実施しているリスクコミュニケーションの現状を踏まえ、東京の地域

特性を考慮しながら、都におけるリスクコミュニケーションの充実に向けた考え方

について検討を進めてきた。 

また、平成 17 年 10 月 25 日に審議会で取りまとめた「中間のまとめ」に対する都

民や事業者からの意見のほか、平成 17 年 11 月 8 日の第４回検討部会において開催

された「意見を聴く会」で表明された意見を参考としながらさらに検討を重ねてき

た。 

こうした経緯を踏まえ、今後、都が食品の安全に関するリスクコミュニケーショ

ンを行うあたり、その充実に向けた考え方を整理し、取りまとめたので審議会へ報

告する。 
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第１ 食品の安全に関するリスクコミュニケーションの必要性 
 

１ 食品の安全確保の考え方 

 (1) 「安全」に対する考え方の変遷 

   これまで、食品の安全性は絶対でなければならないと考えられ、人の健康に

少しでも悪影響を及ぼす可能性のあるものは、危険な食品であると単純に判断

されることが多く見受けられてきた。 
   このため、食品による健康への悪影響の可能性について情報を提供すること

は「いたずらに不安を起させること」あるいは「面倒なこと」と捉えられ、情

報を隠して過剰に安全性を強調する風潮が助長されることもあった。また、一

方で極めて小さな悪影響の可能性であっても「危険ではないか」との誤解が生

じやすく、実際よりも過大にその危険性が流布されることもあった。 
このように、食品を安全か危険かの 2分法的な考え方で判断することは、結
果として、食品の安全に係る不測の事態への迅速な対応が困難となったり、あ

るいは、過度な食品の買い控えが起るなど、健康への悪影響の発生のみならず、

社会的、経済的な損失をもたらす要因となってきた。 
   こうしたことから、現在では、健康への悪影響を未然に防止することに重点

が置かれ、食品の安全を単にシロ・クロで判断するのではなく、その安全に絶

対はないということを前提に、食品が健康に及ぼす悪影響の程度や性質、さら

に悪影響を及ぼす確率を科学的に評価し、その結果をもとに広く関係者が情報

を共有しながら悪影響の可能性をなるべく小さくなるよう管理していこうとす

る考え方が「安全確保」の基本となっている。 
   なお、こうした悪影響の程度と悪影響を受ける確率を「リスク」と呼び、こ

のリスクの大きさを科学的に予測することを「リスク評価」、その結果を基にし

てリスクをなるべく小さくするための対策を実施することを「リスク管理」と

呼んでいる。（P.４参考参照） 
 
(2) リスクコミュニケーションとは 

   平成 15 年 5 月、食品安全基本法が制定され、わが国における食品の安全確
保を進めるうえでリスク評価とリスク管理の実施が明確に位置づけられ、体系

的な取組が進められている。 
リスク評価は、学識経験者で構成される内閣府の食品安全委員会が行い、リ
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スク管理は関係省庁や都道府県など行政機関が中心となって実施されている。 
しかし、リスク評価やリスク管理により食品の安全確保が進められたとして

も、それが直ちに消費者の安心につながるとは限らない。 
消費者をはじめすべての関係者が、リスクの概念を理解し、リスクは決して

ゼロにはならないが、その悪影響の可能性が確実に低減、制御されていること

が分かり、実感できることが安心につながっていくものである。 
このため、行政や事業者による対策が実施されるだけでなく、食品の安全に

ついて何が問題なのか、それを解決するためにどのような取組が行われている

のかといった情報が消費者へ十分に発信され、安全確保に向けた取組の現状に

ついて理解を深めていかれることが必要である。 
そのうえで、食品の安全を確保するために消費者や事業者など多くの関係者

が意見を出し合い、お互いの考え方を理解し、リスクをできる限り低減すると

いう取組へ相互に協力していくことが重要である。 
   このように関係者の理解と協力を進めるうえで、リスク評価、リスク管理の

すべての局面で、あらゆる関係者が参加して様々な情報や意見を交換する過程

が「リスクコミュニケーション」である。 
リスクコミュニケーションは、特殊な技法や手法ではなく、意見交換会など

の形式によりこれまでにも取り組まれてきたものであるが、単に食品の危険性

に関する情報伝達や説明ではなく、“リスク”という新しい概念の浸透を目指し、

社会全体として情報を共有し、あらゆる関係者が参加して対応を議論し、共に

考え、食品のリスクを制御、削減していこうとするものである。 
こうしたことから、リスクコミュニケーションはリスク評価、リスク管理と

ともに食品のリスクを最小限にするための枠組みである「リスク分析」を構成

する要素の一つとして位置づけられ、現在、わが国においては、このリスク分

析の考え方を取り入れた食品の安全確保対策が進められている。 
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 ※参考：【リスク分析とは】（内閣府食品安全委員会ホームページの「用語集」より） 
食品の安全性に関するリスク分析とは、食品中に含まれるハザード（危害発生の原因となる物

質・要因）を摂取することによって人の健康に悪影響を及ぼす可能性がある場合に、その発生を

防止し、またはそのリスクを最小限にするための枠組みをいう。 

リスク分析はリスク評価、リスク管理およびリスクコミュニケーションの三つの要素からなっ

ており、これらが相互に作用し合うことによって、リスク分析はよりよい成果が得られる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ リスクコミュニケーションの目的 
 (1) 「安全」と「安心」の乖離 

現在、食品の安全確保に向けて実際のリスク管理を行うにあたっては、リス

ク評価など科学的な知見を踏まえ、さらに費用対効果や技術的に可能な方法な

どを勘案しながら、できる限りリスクを低減し、科学的に許容されるレベルを

「安全」として確保しようとしている。   
一方で、リスクを受容し、「安心」と感じる根拠は、消費者、事業者、専門家

などそれぞれの立場、情報量、個人の考え方などにより大きく異なることがあ

る。 
また、食品のリスクには、科学的に明らかとなっていないものもあり、こう

したものに対して関係者が不安と感じることもある。 
こうした感性や価値観の違いについては、どちらが正しいということではな

いが、これによる相互の誤解や不信は、前述のとおり情報を隠したり、過剰に

安全を保証する原因ともなり、結果として事故等が発生したときの社会的・経

済的な損失を大きくしてしまう可能性がある。 
食品の安全確保は、行政機関や事業者だけで達成できるものではなく、消費
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者も含めたあらゆる関係者の協力が必要であり、このためその対策にあたって

は、様々な関係者の「安心」へとつなげていけるような取組を目指していく必

要がある。 
 

(2) リスクコミュニケーションの役割 

 食品の安全確保に向けた取組が、関係者の安心へとつながっていくためには、

まず、食品のリスクに関する情報を正しく伝えていくことにより、関係者のリ

スクに対する理解と関心を高めるとともに、取組に対する透明性・信頼性を確

保していくことが必要である。 
また、情報を伝えるだけでなく、都民や事業者などの関係者と情報・意見を

交換して、情報を共有し、それぞれの考え方の違いについて理解を深めていく

ことにより、情報提供や意見交換の重要性について関係者の意識改革を進めて

いくことも重要である。  
そのうえで、リスクを低減・制御するためには、どういう方法があるのかを

関係者と共に考え、話し合って決めていくことにより、相互の信頼関係を築き、

互いの協力のもとに効果的にリスク低減を図っていくことが求められている。 
このように、関係者が相互に食品の安全に関する情報や意見等の交換を図っ

ていくことが「リスクコミュニケーション」であり、行政機関が食品の安全・

安心確保を図っていくうえにおいて、その対策の検討、決定、実施、検証とい

った各過程で、こうした「リスクコミュニケーション」の実施が不可欠となっ

ている。 
また、リスクコミュニケーションは、行政による対策を進めるうえで必要と

されるだけでなく、リスクコミュニケーションを通じて、事業者が情報開示や

自主管理の重要性を認識して積極的な取組を進めるきっかけとなったり、都民

が食品のリスクについて正しく理解できる機会ともなる。 
 リスクコミュニケーションの役割は、社会全体としてリスクを低減する協働

関係を構築し、事業者による自主的な衛生管理を向上させ、リスク管理を効率

的に進め、消費者の合理的な食品選択を進めるなど、食品による健康への悪影

響と社会的な混乱を未然に防止していくことにあり、都においても、この充実

を図ることを通じて、食品の「安全」をみんなで考え「安心」を育む社会の実

現を図っていかなければならない。 
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リ ス ク コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の役割（イメージ）

「安全」をみんなで考え「安心」を育む社会の実現

問題の明確化、
関係付け

リスク評価

選択肢の検討

対策の意思決定対策の実施

対策の評価・検証

消費者 行　政 専門家事業者

 
 どんな問題
があるの？

リスクコミュニケーション

 
 リスクの大きさと対策コストの関係は？
対策は実施可能なの？

 
 誰が何をしているの？
どう対処すべきなの？

すべての利害関係者が参加

監視・検査
結果

毒性データ

要望・意見

受容可能なリ
スクの程度

リスク低減
の方法

地域特性

対策コスト

対策効果

 
 
対策は効果があったの？

 
 どんな対策が考え
らるの？

情報の共有化・共通認識の醸成

関係者の理解と協力に基づく取組

 
 この問題のリスクは
高いの？
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第２ リスクコミュニケーション推進における関係者の役割と課題 

 

リスクコミュニケーションを進めるに当たっては、関係者への情報提供を行い、

食品の安全に関する理解と知識を深め、関係者が意見を述べられる仕組みや機会

を設けるなど、情報の送り手の取組が必要である。 
また、こうした取組が食品の安全確保において機能するためには、情報を社会

全体で共有することによりリスクが制御できるというリスクコミュニケーション

の考え方を情報の受け手である関係者も理解し、多くの人が積極的に取組に参加

して、意思の疎通を図っていくことが重要である。 
食品の安全確保においては、様々な機関や人が関与するが、それぞれの関係者

は、食品の安全を確保するうえで自らの役割があることを認識し、リスクコミュ

ニケーションへの積極的な参加・推進を図ることが必要である。 
 
 
１ 国 

  内閣府の食品安全委員会が行うリスク評価（食品健康影響評価）は、わが国の

食品安全確保の基礎となるものであり、この評価の過程、結果、理由、背景など

について、広く関係者と適切な情報・意見の交換を図ることは、国の重要な役割

のひとつである。 
  また、わが国の食品の安全に関する状況について、広く情報の収集、整理を行

い、現在問題となっていることなどを分かりやすく説明するとともに、リスク評

価を踏まえた各省庁の取組について、関係者の理解と協力が得られるよう意見交

換会を開催するなど、国のリスク管理について透明性を確保することが重要であ

る。さらに、全国で統一的な対応が図られるよう、自治体との意思の疎通を十分

に図っていくことが必要である。 
 
２ 自治体 

  自治体は、その地域におけるリスク管理機関として、法の規定や国との役割分

担を踏まえ、地域の実情に即した具体的な取組について関係者の理解と協力が得

られるようリスクコミュニケーションを進めることが求められている。 
  そのためには、地域における食品の安全に関する情報を提供することや、でき

る限り多くの関係者と地域での対策などについて意見交換を図っていくことが必

要である。 
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また、地域における関係者の相互理解や信頼関係の醸成が促進されるよう、事

業者をはじめとする関係者と連携を図りながら、リスクコミュニケーションの機

会を設けたり、積極的に参加していくことも重要な役割である。 
 
 
３ 事業者 

  食品関係事業者は、事業活動に際して社会的責任（CSR：Corporate Social 
Responsibility)を有しており、食品の安全を確保するうえでも一義的な責任者で
ある。 
このため、事業者は自らが取扱う食品の安全について積極的な情報開示を行う

とともに、自らリスクコミュニケーションの機会を設けていくことが求められて

おり、これに向けた組織、人材の確保や、具体的な手段の工夫などを進めていく

ことが重要である。 
 
 
４ 消費者 

   消費者は、食品の提供を受け、それを選択し、取り扱い消費する立場から食品
の安全を確保するうえで重要な当事者である。このため、食品の安全に関して積

極的に情報を収集し、自ら食品の安全について考えられる力を身につけていくこ

とが必要である。 
  さらに、行政機関や事業者が行う意見交換の機会を捉えて積極的に参加し、意

見を表明していくことが重要である。 
  
 
５ マスメディア関係者 

  マスメディアは、多くの関係者が情報源として活用する情報媒体であり、食品

の安全を理解するうえでの影響は大きく、リスクコミュニケーションにおける役

割は重要である。 
このため、行政や事業者から提供された情報や、あるいは自ら取材した内容に

ついて、科学的なデータと事実に基づき、リスクの程度を正しく伝えることが重

要である。また、情報の受け手が、食品の安全に関する理解を深められるよう、

食品のリスクをはじめとする幅広い情報を適切に提供することが求められる。 
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６ 専門家 

  食品のリスクに関する情報は、科学的かつ専門的な内容であることが多い。こ

のため、専門家には、リスクに関する科学的な根拠や背景について、関係者の理

解が進むよう、分かりやすく提供することが重要な役割として求められる。 
  また、最新の科学的な知見によっても確実な結論が得られていない事項や、複

数の見解が示されていることなどについても、その内容を公正に伝え、科学的な

議論の状況の透明性を確保していくことも重要である。 
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第３ リスクコミュニケーションの社会的な定着に向けて 

 
 食品の安全に関するリスクコミュニケーションについては、体系的な取組は緒

についたばかりであり、また、その実施方法や進め方については、様々な意見や

考え方が存在する。 
こうした中で重要なことは、各関係者がリスクコミュニケーションの必要性を

認識し、お互いに何が分かっていて何が分からないのかを率直に伝え、理解し合

い、食品の安全を共に考えて行こうとする姿勢である。 
都は、リスク管理者として自らこうした努力を積重ねるとともに、より多くの

関係者が参加し得る環境づくりを支援することにより、東京においてリスクコミ

ュニケーションを定着させ、食品の安全確保を進めるうえで有効に機能させてい

く必要がある。 
 
１ リスクコミュニケーションの現状 

 (1) 国の取組 

   平成 13 年 9 月、わが国で最初のＢＳＥの発生を契機として、リスク評価、
リスク管理、リスクコミュニケーションの３つ要素で構成されるリスク分析

の考え方に基づく対策が求められてきた。 
    平成 15年 7月には、食品安全基本法が施行され、リスク評価を担当する食
品安全委員会が設置されるなど、新しい法律制度や行政組織によりリスクコ

ミュニケーションが推進されている。 
    食品安全委員会では、自らが行ったリスク評価の過程や結果についてホーム
ページ上での情報提供を行ったり、各地での説明会などを開催している。ま

た、リスク管理機関である農林水産省や厚生労働省では、食品安全委員会の

リスク評価に基づき法や制度の改正を行うに際して、関係者からの意見募集

（パブリックコメント）を行うなど、食品の安全確保に関する国全体の取組

についてリスクコミュニケーションを実施している。 
    また、平成 16年 7月、今後より効果的なリスクコミュニケーションを展開
するための参考として、食品安全委員会のリスクコミュニケーション専門調

査会から「食の安全に関するリスクコミュニケーションの現状と課題」が取

りまとめられている。 
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  (2) 都の取組 

     都は、自治体として法に基づく施策や、東京の実情に即した食品の監視指
導など地域での具体的な取組についてリスクコミュニケーションを進めて

きている。 
平成 2年 12月には、「東京都における食品安全確保対策にかかる基本方針
（平成 16年制定の食品安全条例に抱合）」を策定し、都民の意向の施策への反映、

情報の収集提供と普及啓発の推進、消費者と生産・製造者等との相互理解の

促進を施策推進の方向として示した。 
        この方針に沿って、平成 2年から、都民からの相談事業の充実、定期的な
情報誌の発行、都民向けの衛生セミナーの開催、常設の説明コーナーの開設、

一つのテーマについて関係者との意見交換を行う懇話会の開催などの事業

を展開してきた。 
    また、平成 9年からはインターネットを利用して食品の安全に関する情報
提供を開始し、さらに、平成 15 年度には、専門家により食品の安全に関す
る情報を分析・評価する「東京都食品安全情報評価委員会」を設置して、科

学的な情報を分かりやすく都民へ提供する方法などの検討を行っている。 
    都民、事業者など関係者との意見交換については、できる限り多くの関係

者と交流が図れるよう、平成 15 年から「食の安全都民フォーラム」の開催
やネット上で意見交換を行う「食品安全ネットフォーラムの開設」など新た

な試みを進めている。 
    平成 16 年には、東京都食品安全条例を制定し、この基本理念の中で関係
者による情報や意見の交流を通じて、理解・協力しながら食品の安全確保を

進めることを明示している。 
こうした食品安全条例の基本理念に基づき、「自主回収報告制度」など事

業者の自主的な情報開示に向けた仕組みづくりを進めるとともに、リスクコ

ミュニケーションの実施を含め、食品の総合的な安全確保対策の推進を図っ

ている。 
   
 
２ 東京の地域特性とリスクコミュニケーションの推進 

   都において、リスクコミュニケーションの定着を図っていくためには、東京の
地域特性を踏まえた、より効果的な実施方法等を検討していくことが必要である。 
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   こうした観点から、リスクコミュニケーションを実施していくうえで、留意す
べき地域特性をまとめると以下のようになると考える。 
 (1) 大消費地としての特性 

東京は、全国の自治体の中で最大の人口を抱え、昼間には 1,460万人を超え
る人々が活動している。さらに、世界各国から多くの人が集まり、様々な生活

様式が営まれている。 
このようにわが国で最大の消費地として、全国あるいは世界中から様々な食

品が集まり、豊富な食品の中から自らの嗜好にあったものを選択できる一方で、

消費地の特性として食品の製造・流通の過程が見えにくく、食品に対する不安

や不信が先鋭的に現れやすい面を有している。 
   また、膨大な人口や多様な事業活動を背景として、都におけるリスクコミュ

ニケーションの関係者には、科学的知識、生活信条、健康状態など多様な背景

があり、食品の安全に対する様々な意見、要望、価値観がある。 
こうした中で、都は食品の安全確保の取組に対する関係者の理解と協力を進

めていくことが求められている。 
 
 (2) 事業活動等の中枢機能の存在 

   東京は、首都として企業の本社など事業活動や消費者活動の中枢機能が多く

存在している。東京は、こうした社会的影響力が大きい関係者が連携し合いな

がら、リスクコミュニケーションの先進的な取組を進めていける可能性を有し

ている。 
また、こうした関係者と連携しながら取組を進めることで、都の区域を越え

て全国への波及効果も期待できる。 
 
 
３ 都が果たすべき役割 
  都の現状の取組や東京の地域特性を踏まえ、食品の安全に関するリスクコミュ

ニケーションを適切に進めていくため、都は、次の３つの役割を果たすべきであ

ると考える。 
 
(1) 正確で迅速に分かりやすく情報を提供する 

   リスクコミュニケーションは、関係者と意見や情報を交換していく過程であ
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るが、こうした相互の取組を活発にしていくためには、まず相手が求める内容

や期待に則した情報を正しく伝え、その情報が十分に理解され、信頼できるも

のであると認識されることが最初の重要なポイントとなる。 

   都は、関係者が食品の安全について正しく理解し、都民が安心して食品を選

択できるよう、科学的に正確な情報と生活や事業に関する日常の疑問を解決で

きる情報を提供することが必要である。 
   また、食品に関わる事件や事故の発生など緊急時において、迅速にその情報

と対応方法を周知し、被害の拡大防止を図るとともに、平常時の適切なリスク

コミュニケーションを通じて、関係者の理解と信頼を得ながら、緊急時の対応

を円滑かつ効果的に進めることが重要である。 
 
(2) 相互理解を進める多様な方策を提案する 

   リスクコミュニケーションが、食品の安全確保にとって有効に機能していく

ためには、多くの関係者による参加を実現し、食品の安全に関する関係者の関

心や理解を深めていくことが重要である。 

   また都は、リスク管理者として自らが実施する対策について、透明性・信頼

性の向上を図るため、その内容を公表し、関係者の意見を聞くなどの取組を進

めていくことが不可欠である。 
   都は、こうしたことを実現するため、東京で生活・活動し、様々な価値観を

持つ多くの関係者と食品の安全に関する問題や疑問、あるいは今後の対策につ

いて意見を交換し、相互理解を深めていけるよう多様な方策を提案していくこ

とが必要である。 
 
(3) 関係者の役割に応じた取組を促進する 

   都は、自らリスクコミュニケーションを実施するだけでなく、関係者がそれ

ぞれの役割を認識し、それぞれが主体的にリスクコミュニケーションを行うこ

とにより、相互の理解が深まって行けるような取組を進めることが必要である。 
 こうした取組にあたっては、先進的なリスクコミュニケーションを展開して

いる事業者等と連携しながら、その効果的な実施方法の普及について技術的な

支援を行うことなどが重要である。 
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第４ リスクコミュニケーション定着に向けた都の取組 

    
リスクコミュニケーションにおいて都が果たす役割を踏まえ、今後、都が進める

べき取組を整理すると、まずリスク管理の「実施者」として、自らの取組に対する

関係者の理解と協力を進めるためのリスクコミュニケーションを充実させることが

都の責務である。 
さらに、リスクコミュニケーションの考え方を広く関係者に普及し、事業者や都

民による自主的な取組を促進するための「促進支援者」としての役割を担い、リス

クコミュニケーションの定着を図っていく必要がある。 
 
１ リスク管理の「実施者」としての取組 

(1) より広く、分かりやすい情報提供  

  ア 情報の収集と整理 

    食品の安全に関する情報提供をリスクコミュニケーションの第一歩として

捉え、それに必要とされる以下のような情報を収集・整理していくべきであ

る。また、その収集にあたっては、東京の地域特性を活用して、集積される

様々な情報を可能な限り幅広く捉える努力を継続することが必要である。   

特に、事業者への監視指導や都民からの相談受付など日常業務を通じて集

積された情報を積極的に活用し、今後の安全対策に活用していくことが重要

である。 

また、収集された情報の整理にあたっては、専門家との連携を図り、学術

的な信頼性を検証することも重要である。 

(ｱ) 法規等に関する情報 

   ・国の法令データ、施策に関する情報 

   ・都条例の改正等に関する情報 

   ・都における食品安全確保の取組に関する情報 

 (ｲ) 食品のリスクに関する情報 

   ・都における監視指導、検査結果のデータ 

   ・事件、事故に関する情報 

   ・国内外の研究機関からの情報 

   ・メディアにより発信される情報 

(ｳ) その他 

   ・国内外で食品のリスク低減に効果のあった施策の事例 
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  ・国内外のリスクコミュニケーションの事例 など 

   

イ より広い情報の発信 

 (ｱ) 情報提供の方法 

     より多くの関係者が情報を活用し、食品の安全に関する理解が深められ

るよう、情報提供の方法を常に検討していくことが必要である。 
     その中で、保健所をはじめ都が設置している相談窓口は、直接、関係者

の疑問や要望に応じた的確な情報提供が行える重要な拠点であり、日常業

務を通じた関係者への情報提供がより広く行えるよう、これらの窓口の所

在や連絡先について関係者への周知を図っていくべきである。 
また、現在行われているインターネットによる情報提供については、関

係者が必要とする情報を入手しやすいページを作成するとともに、国や他

の団体が提供している情報についてもリンクを行い、その情報内容につい

ても分かるような説明を添えて提供を行うなど利用しやすいものとする

べきである。 
その他に、広報誌、報道機関への公表、パンフレットなど多面的な情報

提供媒体を用意し、インターネットを利用できない関係者へも配慮したき

め細かな情報提供を図ることも必要である。 
(ｲ)  緊急時の情報提供 

   大規模な食中毒の発生など緊急時の情報提供については、報道機関への

公表を行うとともに、東京都ホームページのトップページに情報を掲載し、

関係者が容易に内容を確認できるよう配慮する。また、必要に応じて専用

の電話相談窓口（ホットライン）の設置など関係者が容易に問合せができ

るよう考慮することが必要である。 
   あわせて緊急時に都からの情報提供が、どのような経路や方法で行われ

るのかを日頃から関係者へ周知することにより、被害の未然防止・拡大防

止に活用できるようにしておくことが必要である。 
また、今後都でも問題となるおそれのあるリスク情報を日頃から点検し、

迅速にＱ＆Ａなどの情報が発信できるよう準備しておくことも重要であ

る。 
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  ウ より分かりやすい情報の発信 

   (ｱ) 情報の持つ「意義」の提供 

     食品の安全に関する情報提供は、関係者に理解され、都民生活や事業活

動に活用されることが必要である。このため、情報は正確であるだけでは

不十分であり、その背景や原因、あるいは対策を講じる必要があればその

内容や理由など関係者の疑問を解決する情報の持つ「意義」を付加して提

供することが必要である。 
特に、都が実施する食品の安全確保対策は、科学的な知見に基づき行わ

れているが、専門的な内容が多いため、こうした意義を付加して情報提供

を行い、関係者の理解を得ていくことは、都の役割の一つである。 
   (ｲ) 情報の透明性の確保 

食品の安全に関しては、いまだ解明されていない事項や科学的に見解が

定まっていない不確実なことも存在するが、こうした事項についても必要

に応じてその内容や解明に向けた取組などを分かりやすく伝えていくこ

とや、新たな知見が得られた場合に、速やかにその情報を発信するなど、

情報の透明性を確保していくことが必要である。 
また、必要に応じて詳細な解説資料や根拠となるデータなどを提供し、

情報の信頼性の確保に努めるべきである。 
   (ｳ) 提供方法の工夫 

専門的な内容の情報提供に際しては、必要に応じて科学の専門家により

構成される東京都食品安全情報評価委員会において提供方法や内容を検

討するなど、受け手が理解しやすいような工夫を専門家と連携して行って

いくべきである。 
特に専門性の高い内容や、緊急時の対応については、Ｑ＆Ａ方式など関

係者が理解しやすい形式での情報提供を迅速に行うよう考慮するべきで

ある。 
また、法令の改正や都の施策に関するものなど情報量の多いものは、要

約を作成し、速やかに提供することが必要である。 
   (ｴ) 受け手に応じた情報提供 

      情報提供にあたっては、受け手の立場にたって必要な情報を捉え、理解
しやすい内容で提供していくことが必要である。 
特に、子供から高齢者まで、それぞれのライフステージに応じた情報提
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供（子供向けサイト等）の充実など、受け手の理解度の応じたきめ細かな

内容や方法に考慮していくことが重要である。 
平成 17 年 7 月に食育基本法が施行され、食に関する知識などを習得し
て健全な食生活を実践できる人間を育てるための「食育」が進められてい

る。食育の取組の中でも、食品の安全に関して正しく理解し、自ら考えら

れる力を育てることは重要な事項である。 
都においては、食品の安全に関する調査・研究や情報提供など、食品の

安全を正しく判断できる力を育成するための取組を食育の総合的な取組

中で明確に位置づけ、積極的に推進していくべきである。 
 
(2) 関係者の活発な意見交換  

  ア 関係者の疑問・意見の把握 

  関係者からの相談や問合せを意見交換のはじまりとして捉え、活用してい

くことが重要である。このため、保健所など都民に身近な窓口に寄せられる

相談内容を整理するとともに、必要に応じて「都民の声」や「東京都消費生

活条例に基づく申出」など、広く都民からの意見・要望を受けつけている制

度も活用して、関係者の疑問や意見の把握に努めていくことが必要である。 
  次に、こうして寄せられた問合せ等の内容を整理し、よくある質問につい

ては、Ｑ＆Ａ方式によりホームページにて周知（食品安全ＦＡＱの作成）し

ていくような対応が必要である。 
  さらに、提供した情報が、関係者へどのように受けとめられたかを把握し、

意見交換の内容や方法を検討していくこともリスクコミュニケーションを

進めるうえで重要な点であることから、都民モニターやネットフォーラムな

ど機会を活用して、その把握に努めていくべきである。 
最終的には、こうした関係者の疑問や情報の受けとめ方などを把握し、そ

の結果を必要に応じて意見交換会の開催の端緒や意見交換のテーマ選定へ

活用するなど、関係者の疑問等に応える回答や情報を効果的に交流の場へフ

ィードバックしていくような仕組みづくりを進めていくことが重要である。 
 
  イ 関係者による交流機会の場への参加促進 

  リスクコミュニケーションを行うにあたっては、多くの関係者が交流の機

会を捉え参加できるように配慮することが必要である。 
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このため、意見交換会などの機会を設ける際には、関係者が参加しやすい

曜日、時間や回数の設定に配慮も必要と考える。 
また、参加者の利便性を考慮して、意見交換会などを交通至便な都心部で

開催することは重要なことである。また、都心部だけではなく、地域型の意

見交換の機会についても配慮していくなど、機会の充実を図っていくことも

必要である。 
さらに、様々な関係者により行われるリスクコミュニケーションの開催状

況や主催者等の問い合わせ先を一元的に案内することで、関係者が参加しや

すい環境を整備することも考えられる。 
   
ウ 意見・情報交換の推進 

 (ｱ) 身近な窓口の積極的な活用 

   保健所や消費生活総合センターなどは、都民や事業者にとって身近な相

談窓口であるとともに、関係者が双方向の情報・意見交換が行えるチャン

ネルとして積極的な活用を図るべきである。 

   このため、関係職員は常に食品の安全に関する最新情報に習熟するとと

もに、相手の立場に立った適切な説明が行えるような訓練を計画的に実践

することが必要である。 

   (ｲ) 意見交換の内容の充実 

     幅広く関係者の間で活発な意見・情報の交換が図れるよう、関係者の関

心の高い事項や要望の多いものなどを捉え、都民フォーラムなどのテーマ

選定を行うことにより、意見交換での内容の充実を図っていくことが必要

である。 
また、過去の関係者による取組の検証や今後の役割などについて意見交

換を行うことも相互理解を深めるうえで有効である。 
   (ｳ) 多様な方法による相互理解の推進 

     意見交換や情報交換について、次のような多様な方法での実施を検討し、

関係者による相互理解がより一層推進していくよう考慮していくことが

必要である。 
     ・ 都民が食品工場など製造現場での実体験を踏まえ、事業者との意見

交換をするなど体験型交流を通じて相互理解を推進する。 
・  様々な機会を捉えポスターセッションなどによる意見交換を実施す
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る。 
・ テーマに応じて、意見交換を単発に開催するだけでなく、関係者に

よる継続的な議論を実施する。また、議論にあたっては、食品安全審

議会など既存の組織を活用して、各方面から関係者の参加を図る。 
 
エ 施策への関係者の意見反映 

  関係者の食品の安全に対する関心や理解は、単に情報が提供されるだけで

なく、日常感じている疑問や意見を述べ、さらに安全を確保する取組の意思

決定手続きへ参加する過程を通じてより深まっていくものと考える。また、

安全確保の取組へ関係者の意見反映を図ることで、取組に対する信頼性の向

上が図られ、関係者の協力により効果的に進めることが可能となる。 

  このような観点から、都において、施策へ関係者の意見反映を図るため、

必要に応じて食品安全審議会による検討を行うこととともに、検討の過程で

広く関係者からの意見募集（パブリックコメント）や、直接関係者から意見

を聴く機会を設けるべきである。 
また、都の各保健所における食品衛生推進会議などを活用し、各地域での

取組についてきめ細かく関係者との意見交換を進め、食品の安全確保に向け

た取組へ反映を図ることが必要と考える。 
  
 
２ リスクコミュニケーションの「促進支援者」としての取組 
 (1) 情報共有化の促進 

   食品の安全について、最も詳細かつ多くの情報を有しているのはその食品

を取り扱う事業者であることから、事業者による積極的な情報公開が進めら

れることが求められている。 

     この一つの方法として、都は、東京都生産情報提供事業者登録制度や、東
京都食品安全条例に基づく自主回収報告制度の普及を図るべきである。 

    また、社会的責任を自覚し、自主的な衛生管理に積極的に取り組んでいる

事業者がいることを周知し、広く都民に評価を得られる仕組である東京都食

品衛生自主管理認証制度を拡大・普及させていくことも情報の共有化を進め

る一つの方法である。 
     さらに都民が食品に関する情報を得るうえで身近な制度として「食品表示」
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がある。都は、表示制度が情報共有化の観点から有効に制度が機能するよう、

法令等に基づく正確な表示の実施に関する指導・技術的支援を進めていくべ

きである。 
 
  (2) 先進的な取組の普及に向けた技術的支援 

     近年、企業に対して、利潤の追求だけではなく、法律の遵守や社会的論理
の尊重などをつねに有して、安全かつ良質なサービスの提供を行うという企

業の社会的な責務（CSR）が注目されている。 
こうした状況において食品関係事業者の中でも、消費者からの相談窓口の

充実、商品に対する情報開示、消費者との意見交換などについて先進的な活

動を進めている企業がある。都は、こうした事業者の取組がより一層進むよ

う技術的な支援を行っていくことが重要である。 
このためには、こうした先進的な事業活動を発表でき、さらには、都民や

他の事業者がそれを参考とできるような交流機会を検討していくことも、今

後のリスクコミュニケーションの充実において有用な手段の一つであると

考える。 
このような都の技術的支援を通じて、事業者をはじめ都民など様々な関係

者がリスクコミュニケーションを自ら行うための方法や技術を習得し、各者、

各地域での取組が活発に行われていくことが重要である。 
 
(3) さまざまな関係者との連携 

  リスクコミュニケーションの考え方や重要性が関係者へ浸透していく中

で、都民や事業者が主体となった意見交換会等の開催が増えてくることが

予測される。都は、こうした機会を捉え、積極的な参加を図りながらリス

ク管理者としての取組について広く関係者へ理解を深めていくことが必要

である。 
また、ＮＰＯ、消費者団体、事業者団体など各分野で食品の安全に取り

組んでいる団体等のネットワークづくりを進め、相互交流や都が行う意見

交換への積極的な参加を促すなど、様々な関係者との連携に基づき幅広く

リスクコミュニケーションを進めていくことが重要である。 
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３ リスクコミュニケーション定着に向けた基盤整備 

  都が、リスク管理者としてリスクコミュニケーションを進め、さらに様々な関

係者の主体的なリスクコミュニケーションの取組の普及・促進を図るなど、都に

おけるリスクコミュニケーションの定着に向けた総合的な取組を進めるうえで、

それを支える基盤を整備しくていことが必要である。 

その一つとして、リスク管理者として、関係者とのリスクコミュニケーショ

ンを図りながら円滑に施策を決定・実施するため、自らの施策の内容や考え方

などを的確に説明できる人材の育成が不可欠である。 
また、情報の収集、提供・発信、意見の交換から関係者との連携など総合的

な取組を推進するための体制を確保していくことも重要である。このために、

食品の生産から消費に至る各段階で、関係各局の協力を進めていくとともに、

総合的な食育の取組との連携を図りながらリスクコミュニケーションを進めて

いくことも重要である。 
さらに、リスクコミュニケーションに当たっての都の基本的な考え方を示し、

それを踏まえた資料作成や関係者への説明時における必須事項などを取りまと

めて、現場において食品の安全確保の担当者が活動しやすい環境整備を進める

ことも有用である。 
対外的には、リスクコミュニケーションを通じて、食品の安全確保に係る関

係者との協働がより一層進められていくことが大切であり、この実現に向けた

リスクコミュニケーションの進め方などを関係者と継続的に検討していくべき

である。 
こうした関係者との検討を通じて、都のリスクコミュニケーションに対する

考え方や、各関係者による自主的なリスクコミュニケーションの実施について

普及を図っていくことも重要である。 
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おわりに 

 
 食品の安全確保対策において、リスクコミュニケーションという言葉は、まだ馴

染みが薄いものであり、その考え方が正しく理解され、実践されていくにはまだ多

くの課題があると考えられる。 
 そのため、当面は都が主体的に取り組みながら、多くの事業者や業界団体、さら

には都民の参加を得て、リスクコミュニケーションを進めていく必要があり、こう

した地道な努力の積み重ねが、リスクコミュニケーションの定着につながっていく

ものと考える。 
 将来的には、都のリスク管理者としての役割がなくなるわけではないが、都が前

面に出ることなく、事業者と都民による自主的なリスクコミュニケーションが、自

然な形で行われることが望ましい。 
 このため、都では、様々な関係者によるリスクコミュニケーションの実施結果を

踏まえ、リスクコミュニケーションが円滑に行われる方策を常に検討していくこと

が重要である。さらに、その検討結果を整理し、関係者へ分かりやすい形で提供す

るなど、関係者の主体的な取組への支援を十分に行っていくことが必要である。 
 今後、都をはじめ様々な関係者の努力により、リスクコミュニケーションが円滑

に行われ、関係者の理解と協力に基づく食品の安全確保対策が進められ、食品のリ

スクの低減が図られることを期待する。 
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事項 ご意見の要約

1 情報提供
・「国や東京都の基準を遵守すれば安全である」とはいえない事例がある。例えば、生食用かきについて、食品
衛生法第11条の規格基準「成分規格（微生物基準）」「加工基準」および「保存基準」を遵守しても、ノロウイルス
による食中毒のリスクはゼロにはならない。不確実な事項についてもわかりやすく伝えていくことが必要。

2 情報提供

・食品に関する間違った知識が、現在でも見られる。例えば、大腸菌Ｏ157食中毒発生以降、現在においても
「牛肉は生焼きでも大丈夫」といった間違った考えをもつ事業者、消費者がいることも事実。マスコミによる不正
確な情報等も見受けられる。国や自治体による、生活に即した身近なテーマに対する正確でわかりやすい情報
提供がまだまだ求められている。

3 情報提供
モデルケースとして、東京都の食品ブランドの立ち上げを提案。
・肥料、飼料、添加物、処理流通に至るまでの、東京都の管理の下で一切の完全な情報開示を行う。

4
情報提供
(食品表示）

バーコードと賞味期限の日付印刷を並べて表示して欲しい。
・消費者のメリット：日付をすぐに確認でき、時間の短縮になる。販売店が間違って期限切れを出していても、買
う前に気づけば、注意程度で収まり、苦情を減らせる。
・販売店のメリット：日付チェックに時間がかかる。
・レジ作業のメリット：バーコードの位置を探す手間が省ける。値引きシールの貼付枚数削減（表・裏）。

5
情報提供
（食品表示）

・外食産業に対する牛肉の原産地表示を義務付けで欲しい。
・輸入再開を伸ばすことは、国益を損なうと考える。しかし、米国の現状体制が危険部位の除去を完全に実施し
ているとは考えられない。従って、原産国表示の厳格化のみが、消費者に選択の機会を与えることができる唯
一の方策と考える。

6
情報提供
（食品表示）

・「食品等への表示を行うに当たっては、正確かつわかりやすい表示に努めなければならない」を徹底して欲し
い。

7
情報提供
（食育）

・児童・生徒を対象に食のリスク管理の考え方を教える食育は不可欠。食品添加物や農薬は社会に欠かせな
いものであり、正しく使われれば健康に何の影響もないことを理解して欲しい。難しい内容ですが、安全のため
のシステムがあることだけでも覚えて欲しい。

8 意見交換

関心が高い一般消費者への対応は、下記を基本として、リスコミを地道に続けていくことが大切だと考える。
　(1)リスク管理の考え方の理解を深めていただく
　(2)科学的な事実に基づき、リスクを評価する
　(3)不確実性の程度も公開する

9 意見交換

モデルケースとして、東京都の食品ブランドの立ち上げを提案。
・食品に関する疑問質問も直接生産者にぶつけ、生産者も生産現場での問題点や課題を消費者へぶつける。
まずは、今現在安全に取組んでいる生産者を支援しつつ問題意識を持っている消費者との橋渡しをするところ
から始まるのでは。

10 意見交換

・食品の絶対的な安全を求める消費者と現実には、まだまだ大きなギャップがあります。機器分析・微量分析の
技術の進んだ現在では、多くの食品からカドミウム・水銀等の重金属、ダイオキシン類等の有害物質が検出さ
れることが判明しており、食品の安全には、シロかクロか？安全か危険か？という２分法では説明できない現状
がある。
・ 厚生労働省による「妊婦への魚介類の摂食と水銀に関する注意事項」のリスクコニュニケーションの例に見ら
れるように、今後、多くの危害・リスクに関して科学的な情報提供・注意喚起等のリスクコミュニケーションを行う
必要がある。

11 意見交換

・外食産業や昼食産業が増え、惣菜売場や宅配弁当等の現場では、個々の食材の情報が途切れているのが
実状であり、選ぶことなく、知らされることなく口にしていることが不安になる。業者の利益と消費者の利便性に
「安全」がおざなりにされがちである。しかし一方、知れば知るほど、食品汚染を強調する人もいる。何でもかん
でも危ないと遠ざけるのではなく、正しい知識と正確な情報、新しいニュースを取り入れ、リスクについて理解す
ることが重要。
・どうしたらリスクを押さえることができるのかを情報として欲しいと思う人たちに対して、自分達が知りえたことを
伝えていくことで、相互理解が深まるのではないか。

12 意見交換 ・リスコミの回数をもっと増やして欲しい。

13 意見交換
･立場の違う人々が、必要と感じた時にリスコミの場を設定し、リスクが明らかになり、対応も明確にできるような
場となる必要があると思う。Face to Faceで話し合ってこそ、お互いの立場を理解することにつながる。

14 参加促進

・リスクコミュニケーションを促進していくためには、あらゆる機会を通じた情報提供と多様な手法による取り組
みが必要。消費者の理解を深めていくには時間がかかる。少人数でできる形態や食育など関心の高いテーマ
への取り組みも大切。

15 意見反映
・リスコミの場の開催については、行政が設定することが想定されているが、市民が必要と感じた時に開催に向
けて直接意見反映ができるような制度作り。

16 意見反映
・リスコミの着地点をどうとらえるのか。案件設定を誰がいつ決定するのか?
・案件設定の要望を受け入れるシステムが必要。

「都における食品の安全に関するﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実に向けた考え方について
（中間のまとめ）」に対する意見の集計結果
（「意見を聴く会」でのｱﾝｹｰﾄを含む）

資料１



17 関係者の役割

・一般消費者への影響が大きいのがマスコミ。報道はハザード情報だけの不適切な内容が多いように思う。こ
れではいたずらに不安だけを高めて適切な対応を誤ることになりかねない。リスク情報まで含めて、(1)どの程
度危険なのか、(2)どのように対応すべきか、を合わせて報道しなくてはならない。
・不適切な内容については、(1)その都度（面倒ですが）当該マスコミに指摘し、(2)適切に修正した内容（記事の
内容紹介とともに）を都のサイトで公開する、といった活動を提案する。これが、マスコミの教育にもあると思う。

18 関係者の役割
・食の安心を実現するためには、当事者間の信頼関係が不可欠だが、未だに企業不祥事が後を絶たない現状
が見受けられる。事業者の社会的責任に基づく積極的情報開示により、消費者との信頼関係をつくることが必
要。

19
基盤整備
（体制整備）

・食は環境と密接に関係しているなど、行政の対応は各課が横断的なリスコミに取組む必要があると思う。それ
を明示して欲しい。

20
基盤整備
（体制整備）

・食は環境の問題でもあるので、行政の横断的対応と、相応な専門化（分野）の設定が必要。

21
基盤整備
（連携）

・都では単位が大きすぎる。区を活用して欲しい。
・区や地域でリスコミをする際の指導をして欲しい。（リスコミを開催する際の相談できる場所を明示して欲し
い。）

22
基盤整備
（連携）

・都が各自治体に対してリスコミの徹底に向けて指導し、各保健所の食品衛生監視計画と絡めて、特に市部に
おける独自方針の策定につなげて行って欲しい。

23
基盤整備
（連携）

・自治体への指導をしてもらいたい。

24
基盤整備
（人材育成）

・消費者に対して、やるべきことをもっとはっきりと指導するようにして欲しい。これが定着へつながる。
・総合センター（飯田橋）へ登録している団体や、ステップアップ研修生などを活用し、これらへの指導ややるべ
きこと明示して欲しい。

25
基盤整備
（人材育成）

・食のリスク管理の考え方を一般消費者に分かりやすく説明できる人材が必要。以下の講座の履修生などを対
象に試験（知識及び説明能力）を行い登録公開し、要望により派遣するシステムが欲しい。
　　　お茶の水女子大学　ライフワールド・ウオッチセンター化学・生物総合管理の再教育講座
　　　　http://www.ocha.ac.jp/koukai/saikyouiku/index.html

26
基盤整備
（人材育成）

・リスクコミュニケーションには円滑なコミュニケーションを進めるためのスキルを持ったファシリテーター（コミュ
ニケーター）が欠かせない。都民の中でそうした人材育成を図る必要がある。

27 その他
・東京都が取り組んでいる、自主回収報告制度、注意喚起の必要な緊急情報等のホームページ掲載等につい
ては高く評価する。より一層の普及・定着に向けて周知していくことが必要。

28 その他 ・食品の表示、家庭へのHACCP管理導入。

29 その他 ・販売店でのラベル表示偽装が騒がれたが、都としてのラベル表示についての考え方を知りたい。

30 その他
・遺伝子組換え食品は不安なものと思う。先般、都がその栽培を規制するよおうな対応方針を出したが、今後も
その対応方針に沿った監視を進めて欲しい。

31 その他
・東京都健康安全研究センターを持ち、国の研究所もあり、また多くの情報の集まる東京のメリットを生かし、幅
広い情報収集と科学的検査・評価等に期待する。

32 その他
・非常にわかりやすい言葉を使ってあると感じた。国から発表されたものは、何度も読み返しながら理解してい
きましたが、今回は割りと素直に頭の中に入った。

33 その他
・「中間のまとめ」をもっと早く手に入れたかった。
（まとめの公表と会の間にもう少し時間的余裕が欲しかった。）

34 その他

・どのように進んでいるのか透明性を保つため、説明していっていただきたい。
・製造側は安くしないと経営が立ち行かないため、製薬のGMPのようには行かないと思う。国や都のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟが
必要。
・「うまい」と「安全」は同じなのか。
・薬と食品の飲み合わせについても科学的に調べて頂きたい。

35 その他 ・現状⑦（P7）の食品の安全に関する「食育」の推進が、何を言わんとしているのかわからない。

意見受理件数19件
延べ意見項目数35件



「意見を聴く会」での意見表明内容（要約） 
 
開催日時：平成 17年 11月 8日（火）午前 10時から正午まで 
場所  ：都庁第一本庁舎 42階 特別会議室Ｂ 
来場者数：１２名 
意見表明： ５ 名 
 

 ご 意 見 

１ 

○ 安全と安心が同義語になるよう、リスクコミュニケーションで信頼を得ていくことが

必要 

 

○ 関係者と顔の見える関係づくりを目指す必要。企業は、そのことに努力している。

また、理解を得るためにはイメージと結びつくような言葉で説明することが重要。 

 

○ お互いの信頼の上に合意点を見つけだすという目的をもって、相互に聴く耳を持

った関係者でリスクコミュニケーションは行うものと考える 

２ 

○ 食育については、子どもが心も体も健やかに生きるための食べ方を身につけるこ

とが必要。 

 

○ 給食を通じて、子どもに食の安全に関する意識を持たせること。そのために、季

節感や食材の特徴などの情報を与えることが必要。 

 

○ 行政は、給食実施者として安全で元気な食材を提供することが食育の出発点で

あり、このための補助金や助成金の充実が必要。 

 

○ 事業者へは、安全で元気な食材の供給に向けた意識改革を行ってほしい。 

３ 

○ 大田区の食品リサイクル施設の建設について、決定が都市計画の枠組みの中で

行われており、食品の安全の観点から議論がされていないことは問題である。 

 

○ 政策決定の前段階で、消費者の声を受け止め、事業者としても見直しが働く力と

してリスクコミュニケーションが必要だと思う。 

 

○ （食品リサイクルのような）新たしい技術開発についても、消費者に分かりやすい

形で情報提供して欲しい。 
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４ 

○ 現在行われているリスクコミュニケーションでは、様々な立場の人が意見を言いっ

放しであり、議論がかみ合わないという不満がある。このため、双方向の意見交換

を行うフォーラムや継続的な議論を同じメンバーで繰り返すことが必要である。 

 

○ 事業者の信頼性向上には、故意に違反等を行った者へ行政が厳罰に処すること

を明確にしてもらいたい。 

 

○ 中間のまとめの中で、ゼロリスクを求めることを「理想論」としていることは、都の

姿勢が受け狙いであり、正しいリスクコミュニケーションにはならないと感じる。 

５ 

○ 「中間のまとめ」の公表から「意見を聴く会」の開催まで時間的な余裕がないの

で、今後、時間的な余裕を考慮して欲しい。 

 

○ 消費者は専門家ではないので、科学的知見などの情報をきちんと提供されてい

かないと、議論がかみ合わなかったり、不満が残ることになる。 

 

○ 都のリスクコミュニケーションの取組に具体性が必要である。ＢＳＥや遺伝子組換

え食品など的を絞った意見交換会を行ってもらいたい。 

 

○ リスクコミュニケーションは、いつでも意見を述べることができ、いつでも意見をき

けるものと期待を持っている。関係者がいつでも意見交換を行う場があるということ

は画期的なことだと思う。 

 



 
 

東京都食品安全審議会検討部会員名簿 
 

  （50音順、敬称略）  

氏名 所属・役職名 

池山
いけやま

 恭子
やす こ

 東京消費者団体連絡センター 事務局長 

市川
いちかわ

 まりこ 公募委員 

岡本
おかもと

 浩一
こういち

 東洋英和女学院大学人間科学部 教授 

交告
こうけつ

 尚史
ひさ し

 東京大学大学院法学部政治学研究科 教授 

高橋
たかはし

 久仁子
く に こ

 群馬大学教育学部家政教育講座 教授 

高濱
たかはま

 正博
まさひろ

 財団法人食品産業センター 専務理事 

中村
なかむら

 雅美
まさ み

 日本経済新聞社編集局科学技術部 編集委員 

林
はやし

 和孝
かずたか

 東京都生活協同組合連合会 組織部長 

原
はら

  淨
きよし

 日本チェーンストア協会関東支部 参与 

松田
まつだ

 友
とも

義
よし

 千葉大学大学院自然科学研究科 教授 

丸山
まるやま

 務
つとむ

 社団法人日本食品衛生協会 技術参与 

湯田
ゆ だ

 直一
なおかず

 社団法人東京都食品衛生協会 専務理事 
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  平成 17 年度 食品安全審議会検討部会での審議経過 
 

   
会議日程 会議名 審議内容 

平成 17 年 

6 月 28 日 
第１回食品安全審議会 ・諮問 

・検討部会設置 

7 月 8 日 第１回検討部会 
・部会長、副部会長選出 
・都が行うべき取組と検討の方向性につい

て 

8 月 2 日 第２回検討部会 ・都にリスクコミュニケーションの充実策

の考え方について 

9 月 8 日 第３回検討部会 ・部会報告（中間のまとめ）について 

10 月 25 日 第 2回食品安全審議会 
・検討部会報告（中間のまとめ）について 
・中間まとめに対する都民・事業者からの

意見募集について 

11 月 8 日 
第４回検討部会 

（「意見を聞く会」の開催） 
・都民、事業者による「中間のまとめ」に

対する意見の聴取 

11 月 29 日 第５回検討部会 ・関係者からの意見の集約結果について 
・検討部会報告（案）について 

1 月 17 日 第６回検討部会 ・検討部会報告（案）について 
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